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ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

1
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害から命・健康を守る」については、防災関係
者によるオペレーションと一体となった活動から、
ニーズを導き出し研究開発と実証を行う必要があ
り、８ページにも多少触れられているものの、新し
いシステムを開発して実用配備することについて
は、これまで、各省によるボトムアップ型では、ほ
とんど実現できていない。仕事のやり方を変える
ためには、国としての強力なリーダシップが必要。
例えば、中央防災会議（ニーズ）と総合科学技術
会議（シーズ）が議論して、大震災を踏まえた、今
後の研究開発の役割を明確にすべきではない
か。その中で、既に省庁横断的なシステムとして
定着しつつある開発技術は一気に実用化すべき。

いいものができたからと言って、すぐに制度化して
配備することはできない。仕事のやり方、法規、省
令等を変更する必要がある。特に、省庁縦割りな
ので、研究開発省庁から防災実務省庁への橋渡
しは、自然には進まない。
特に今回の震災では、文科省の衛星観測技術が
省庁横断的に活用されているが、これは、第3期
科学技術基本計画によって国家機関技術として
推進される中、文科省/JAXAが積極的に防災機
関との連携を構築してきた積み上げの成果であ
る。こうした成果が、単発のプロジェクト花火で終
わるのではなく、実用システムとして定着するため
には、施策の継続性（実用のための開発を含む）
と国のリーダーシップが重要である。

○

2
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

７ページ：政策課題の設定　に関し、住民の視点
が強調されているが、国益・ホームランドセキュリ
ティの観点も必要ではないか。
国が想定外の災害に遭遇し混乱している時、当該
災害への局所的対処だけでなく、そもそも国として
どんな脅威にさらされ、何に備えなければならな
いのか大局的に把握し、ガバナンスの正常化を世
界に対し早く示さなければならない。
そのためには、災害にその場主義で対応するの
ではなく、全体像を早期に把握する、想定内なの
か想定外なのかオペレーションや避難の進め方を
判断する　といった大局的観測手段の研究開発
が必要である。

今回の災害対応では、情報発信の問題もあり、米
国をはじめとする諸外国からの不信感を招いてい
る。国内問題だけではなく、世界における日本の
あり方についても反省事項が多い。
また、東日本大震災への対応にリソースを集中さ
せたが、東シナ海における脅威への備えには問
題なかったか？　国全体の危機管理としての視点
からも科学技術の貢献を考えるべき。

○

3
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

7ページ：３つの災害として、地震・津波・放射性物
質をあげているが、中央防災会議では、首都圏大
規模水害についても備えるべき巨大災害として、
検討を行っている。特に、気候変動問題は水害と
結びついており、近年、極端化、激甚化傾向にあ
る。また、新燃岳は依然として活発な活動を続け
ており、噴火だけでなく土石流についても住民に
対する脅威となっており、早期警戒と非難が必要
とされている。
従って、水害と火山についても、我が国が科学技
術を用いて備える災害、監視すべき災害として認
識しなければならない。

東日本大震災だけが災害ではなく、そもそも、我
が国は世界でも有数の災害多発国であるという基
本を忘れているのではないか。

○

4
団体
職員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

12ページ：グリーンエネルギー供給の安定確保
において、再生可能エネルギーの供給拡大のた
めには、地球規模のアセスメントやモデリング技
術を活用することを明記すべき。

再生可能エネルギーを有効に長期に亘って利用
するためには、短期的な「気象」だけでなく、中長
期的な「気候」を把握することが重要である。特
に、今後、気候は変動することから、地球規模の
継続観測とモデルシミュレーションは常に必要で
ある。

○

No.
投稿
者属
性
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5
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

自然エネルギーは経済性向上、エネルギーマネ
ジメントは分散エネルギーのスマート化を柱として
いるが、「都市エネルギーの地産地消」を盛り込む
のはどうか。都市のエネルギー消費量とエネル
ギー創出量のミスマッチを解決すべく、ＺＥＢ（ゼロ
エミッションビル）や副都心エネルギー効率化（施
設規模をうまく利用した太陽光発電、排熱利用な
ど）を積極的に盛り込むのはどうか。

現在のエネルギー消費は都市部の消費が圧倒的
に多いが、自然エネルギーの設置には限界があ
るので、系統を利用したエネルギー輸送を考えざ
るを得ない。しかし、自然エネルギーの普及は分
散エネルギーのスマート化で推進するため、郊外
と都市を結び付けるエネルギーサプライにある種
の矛盾を生じている。この矛盾を解決するため、
都市の創エネ、省エネ、蓄エネを積極運用する施
策が必要と考える。

玉虫色の表現、方針が多く、具体的
な形に育つまで時間がかかってい
る。国家施策で大枠を決める一方、
官民一体となったプランの具体化を
短期で立ち上げるスキームが必要と
考える。

技術力が世界有数の項目が多い一
方で、事業に育つまでの時間がかか
り過ぎており、最終的に技術力が平
凡な海外勢に負けている科学技術
開発が散見されるため。太陽光発電
はその典型と考える。

○

6
その
他

６．その他
改善・見直しを
した上で推進
すべき

前年度のアクションプランではその柱に「競争的
資金の使用ルール等の統一化及び簡素化・合理
化」が位置付けられていたが、今回は、「基礎研究
の振興及び人材育成の強化 」で僅かに触れられ
ているだけである。
しかも、前年度の同アクションプランについては、
内閣府の事務局能力の欠如を主な理由として、そ
のロードマップどおりに進んでいないと側聞してい
る。
前年度のアクションも実行できていないなか、さら
にアクションを起こそうとしても絵に描いた餅であ
る。
前年度アクションプランのフォローアップは必須で
あり、言及すべきである。

前年度のアクションを担保してこそ、今年度のアク
ションプランが実効性のあるものとなる。

競争的資金の使用ルール等の統一化に関するタ
スクフォースの第３回は、一年以上前（2010/6/9）
に開催されていたばすであるが、未だ議事録も掲
載されていない。

http://www8.cao.go.jp/cstp/budget/action.html

過去のアクションプランのフォローアップは、最低
限の行政としての責任である。

○

7
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

このまま推進
すべき

今回の震災を受け，防災機能の検証をしっかり行
い，復興・復旧のあり方を検討するとともに将来被
災の可能性のある地域の対策を現段階から真摯
に考えることは極めて重要であり，是非推進すべ
き

審査委からの早期復旧はもとより，今後予想され
る震災に対する現在対策は，住民の安全のみな
らず経済的な影響も甚大で，日本の国力の低下
を防ぐ上で極めて重要である．

これまで調査に重点が置かれてきた
科学技術政策のウエイトを対策に移
行するするタイミングではないかと思
う

現状では予知のタイミングは直前で
あり，避難に資する時間的猶予は限
定的と思われる．このような状況で
少しでも被災を防ぐためにはハード
的な対策にもう少し力点を置いた施
策が不可欠であると思う．

○

8
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

２について
　早急に行動に移してしていただきたい。
５について
・我が国の将来を考えればたゆまぬ人材育成が
不可欠であり、特に、団塊の世代が各方面で第一
線から退く時期が迫っている。
・研究のピークは多様な基礎研究があって生まれ
るもの。科研費は我が国の基礎を支える唯一の
基礎研究費であり、全研究種目の早期の基金化
は極めて重要。

・「想定外」等と言わないでもよい復興再生が重
要。
・いびつな年齢構成の補完加えて将来に希望がも
てる展望を示し、多様な分野で活躍する若手研究
者養成を図る必要がある。
・科研費の全研究種目の基金化は研究者にとっ
ての夢。思い切った研究計画をたてることができ
ることによる研究効率の向上はもちろんである
が、安心して執行できることにより、有能な研究者
に不正使用等の過ちを犯させない、いわば、保険
にもなる。

我が国はもちろん人類の未来のため
にも科学技術の振興にご尽力いただ
きたい。
その際、国益を担うトップダウン的研
究と科研費のような多様性を培うボト
ムアップ研究のバランスにご配慮い
ただきたい。多様な人材養成にも資
するものと考える。

我が国は、人・科学技術こそ最大の
資源。地味な基礎研究が突然脚光を
浴びることになったり、とんでもない
貴重なものに化けるかもしれない可
能性を秘めている。湯川秀樹先生
は、３年間一遍も論文をかかれな
かったという有名な話もあるように、
研究成果の発信にとらわれすぎない
ようにしていただきたい。近年、透明
性を求めるあまり評価が過重になっ
ていないか、もちろん、社会的なご理
解を得る努力はしていただかなけれ
ばならないが・・・。

○ ○
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9
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

2-2「独創的で多様な基礎研究の強化」（２）(1)執
行の柔軟性の向上について
全研究種目について科研費を基金化するプランを
推進して頂きたい。

科研費は単年度会計だと予定できるものの他は
（書籍の購入等）２月３月に使用できず、研究に支
障がでている。海外等に行く機会が多い３月に柔
軟な計画をたてられず（３月末日に帰国せねばな
ど）不便である。また、研究を進めていくと予算の
使途が明確化し、当初の計画とは異なる場合も出
るものの、単年度会計だと、こうした研究の進展に
対応し辛く、効率的・効果的な活用が阻まれる。

文系と理系で科研費の配分方法の
方針に差を設けて頂きたい。

文系と理系は研究方法が異なる。文
系では、いくつかの拠点に多くの予
算を配分するよりも、少額の科研費
を幅広く多くの人に配分した方が、長
期的には良い研究が育つと思われ
る。多額の予算を国際シンポジウム
などで消化するよりも、多くの研究者
が図書を十分に購入でき、コン
ピュータ関連機器を備えられ、海外
などに研究調査に行ける方が良いの
ではないか。

○

10
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「世界トップレベルの基礎研究の強化」を政策にあ
げるのは大変すばらしいことであり、地方に研究
拠点を形成することは地方経済の面でも大変意
義のあることだとと思う。一点、気になるのが初
等・中等教育について言及していないことである。
初等・中等教育が充実こそが、すばらしい研究者
が生まれる土壌となるはずだが、現状では初等・
中等教育が充実しているとはいえないのではない
か。そこで、初等・中等教育の充実、中でも理系科
目、特に数学の学力向上について是非言及して
ほしい。

日本の学力低下が叫ばれて久しく、指導要領の
見直しなどによる初等・中等教育の改善が行われ
ているが、十分であるといえないと思う。そこで、
科学技術的な見地から初等・中等教育の重要性
について言及し、「世界トップレベルの基礎研究の
強化」の土壌作りをしてほしい。直接関係ないかも
しれないが、是非、アクションプランに盛り込んで
いただきたい。

○

11
団体
職員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

グリーン・イノベーションから原子力がはずされて
いるが、原子力に係る研究開発が原子力発電所
等の原子力施設の安全性強化やより安全な革新
的な原子力発電所等に関する研究開発を進める
べき。

　東京電力福島原子力発電所事故を踏まえ、アク
ションプランから原子力の研究開発を除外するこ
とは、総合科学技術会議が脱原発を標榜している
ことと理解できる。
　原子力発電所等の原子力施設は既に存在して
おり、国民が安心して暮らせるように既存原子力
施設の安全基準に対する検証を科学的根拠を
もって示すことや、より安全性を高めた原子力施
設の研究を実施することは東京電力福島原子力
発電所事故に対する国の責任を果たすこととな
る。

○

12
公務
員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害のカテゴリーの中に、口蹄疫や高病原性鳥イ
ンフルエンザなどの重要な家畜伝染病を加え、そ
の発生予防、拡大防止、根絶などの対策のため
の科学技術プランを考えていただきたい。

災害は、地震、津波、原発事故に限定している記
述であるが、昨年の口蹄疫の発生、高病原性鳥イ
ンフルエンザでは、多くの人々が苦しみ、経済的
被害も大きい。このような家畜伝染病も”災害”と
の認識であってほしい。伝染病の国内侵入の可
能性は今後もある。しかし、科学技術の進歩によ
り、これらの家畜伝染病の拡大防止、根絶は”地
震”等と比較して、容易に解決できると考えてい
る。

○
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13
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「目指すべき社会の将来の姿」では、１はノーベル
賞クラスの有意な人材の育成であり、４は１の苗
床となる高レベルの科学者の育成を指している。
一方で、２や３の指す内容は些か曖昧である。より
明確に、「知の方法としての科学の重要性を社会
全体がより深く認識し、これを活用する。」ことを提
言したい。また、政策課題は１、４に向けて偏って
おり、科学を社会に根付かせるための高等教育
の重要性を取り上げていただきたい。

ライフイノベーションで「先制医療」の取り組みが
謳われている。過去には予防接種の普及事業が
あげられるが、こうした取り組みが成功を収めるた
めには、国民レベルでの生命科学の知識の向上
が欠かせない。しかしながら、現実には生命科学
の目覚ましい進展は高等教育において普遍化さ
れておらず、むしろ似非科学に依拠した健康食品
や代替医療が跋扈している。コンパクトで知的水
準の高い社会を目指した予算措置が必要と考え
る。

マスコミの科学報道のレベルの低さ
や、政策の意志決定における科学的
方法論の無視は、多大な社会的損
失を招いている。こうした問題を解消
するために、高校から大学教養レベ
ル（特に文系が選択する講義）の高
等教育を大胆に改革し、研究者とし
てのキャリアからおりた人材を活用
する仕組みを作る必要がある。国際
交流以前に、理系の人材を政策決定
プロセスに大胆に取り込む「頭脳循
環」が重要である。

国立大学予算の継続した削減の結
果、運営交付金の研究室への配分
が実質ゼロという事例が増加してい
る。競争的資金への重点化により研
究計画はシャープになったが、一方
で、活動を実質的に停止する実験系
の研究室が増加している。優れた人
材が国立大学に入学して無為な研
究室生活を送ることは、社会的損失
であり、当該研究室教員も含めた有
効な人材活用を計るべきである。科
学を軸とした高等教育の再設計が日
本再生の鍵である。

○

14
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

ライフ･イノベーションにおける基礎研究の振興及
び人材育成の強化の充実を掲げている点は非常
に重要である。その中でも、疾患治療の基幹的研
究分野である薬学研究と創薬研究者･薬剤師育
成の充実は不可欠な要素であり、その振興を是
非とも希望する。

今後の日本の国民医療にとって新規医薬品の開
発は非常に重要であり、その下支えとなるのは、
創薬研究、創薬教育の充実である。特に、高度な
専門的技術の涵養が必要な大学院生の経済的
支援と教育スタッフの充実は、国策としての推進
を望みたい。

○ ○

15
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化 ,６．そ
の他

その他

科研費以外の競争的資金にも触れるべきである。
科研費は、現状では、先端的であるが、それ以外
の制度は、科研費にも及んでいない。それ以外の
制度を科研費のような使い勝手の良さを目指す方
が、科研費をさらに良くするよりも全体からする
と、効果が大きい。むろん、これは科研費を軽視
する見解ではないので、注意されたい。
「基礎研究への国民からの理解、信頼、支持を促
進する。」とあるが、最近の官僚の日本語能力は
こんな程度なのか。

制度数からみれば、科研費は数ある競争的資金
の一部にすぎない。科研費以外にも言及するべき
である。

総合科学技術会議が不要。期待され
た役割が果たせておらず、廃止すべ
き。近年の財政状況を鑑みれば、こ
のような組織を整理縮小し、スリムな
行政を目指すことが必要である。

内閣府・内閣官房が肥大化しすぎで
ある。
政務官や副大臣がいくつも担当を兼
ねては、スピーディな行政は到底期
待できない。
思い切った合理化が必要である。

○ ○

16
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

現在の案に加えて、ラボマネージャーの育成と導
入を取り入れるべき。ラボマネージャーの主たる
職務内容としては、現状の一般的な秘書などでは
行えない、研究室運営や研究結果公表などの研
究活動に密接に関連した事象のサポートを期待
する。

現状では、PIとなった研究者は研究活動以外の用
務に追われ、研究活動に専念できていない。今後
は、研究結果の国民への広報など、より用務が増
え、研究活動の停滞が懸念される。また、現状で
は博士を取得した研究者の就職率は低く、国費で
育成した博士研究者の有効活用が望まれる。こ
れらの問題を解決するために、ある程度の規模の
研究室へのラボマネージャーの導入を期待する。
これにより、研究者が研究活動に専念でき、また、
博士修了者の雇用問題もある程度解決すると考
えられる。

○

17
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

日本においては基礎研究の推進は極めて重要で
あり、そのためには長期的視野にたった政策が必
要である。

基金化を推進し研究の柔軟性を保ち、研究こそ日
本の将来を左右するという認識が必要である。

○

4 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞



 平成24年度アクションプラン案に対するパブリックコメント一覧 平成23年7月14日

ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

18
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,２．
復興・再生並び
に災害からの安
全性向上 ,３．グ
リーン・イノベー
ション ,４．ライ
フ・イノベーショ
ン

改善・見直しを
した上で推進
すべき

これまでの、この国の災害危機の警鐘や提案、提
言、研究申請に対して、想定外の災害が発生して
以来、手のひらを変えたような、科学技術政策方
針の方針転換をする前に、これまでの関連する提
言を過去の審査の間違いを問い直したほうがよい
のではないか。事象の不変性(危険性)を本気で訴
えてきた多くの方々の声を捨てておいて、大災害
が生じてから最重要課題の優先順位が変わると
いうのは、これまでの優先順位がおかしかったに
他ならない。それに、多額の助成金を投じてきたこ
ともはっきり言っておかしい。特に、被災者の弱者
の立場と多額の原子力等に費やしてきた科学技
術政策の間には取り返しのない事象が生じてい
る。

これまでの災害防止や災害危機に関する一貫し
た提言を尊重し、その審査過程をはっきりさせる
べきである。納得できない関係者も多いと思う。

被災地に太陽光発電などの再生エ
ネルギーの拠点づくりは、被災者の
ための施策ではない。被災者の為
に、仮設住宅レベルではなく、包括的
な住と働く場所を提供するような国策
的な、韓国のインチョン-未来エコタ
ウン構想モデルのような、住宅も産
業も潤うようなこの国の将来のある、
夢あるタウン復興計画をまとめるべ
きである。

姑息な復旧・復興パフォーマンスに
見えてしまう。

○ ○ ○ ○

19
公務
員

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

　ヒト及び動物の感染症（共通感染症を含む）に対
する予防（防疫）措置や危機管理体制の構築は国
家的な課題として取り組むべきであると考える（政
策課題にも重点的取組にも全く触れられていな
い）。

　2009年に世界中を緊張させた新型インフルエン
ザ、2010年に宮崎県で発生した口蹄疫等の感染
症は、グローバル化したた世界情勢、特に中国大
陸との交流が盛んな我が国においては、今後とも
発生のリスクが大きい。さらに、2010年から2011年
にかけて国内の広い地域で発生した高病原性鳥
インフルエンザは、野鳥がウイルスのキャリアと
なっており、本病のコントロールが極めて難しいこ
とを示唆している。

　義務教育を含め、国民全体に対し
て、災害、感染症（食の問題、環境問
題を含む）など、生命を脅かすような
事態に対応するための科学的な教
育の場を継続的に設けていただきた
い。

　日本社会の中では、ヒトや社会の
危機に対して、自分の身を守るため
のカリキュラムが希薄であり、難しい
ことは専門家任せにしているような風
潮がある。
　しかし、いざという時に、一人一人
の国民が、自分の身を守るための知
識を有し、対応することができれば、
多くの命を救うことができると考え
る。

○ ○

20
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

がん、生活習慣病、精神・神経疾患の予防、治療
において薬の果たす役割は大きい。現存する薬
の効果的な使用も重要であるとともに、副作用な
どの問題点を改善した新規医薬品の開発は、心
身ともに健康で活力ある社会の実現に不可欠で
ある。また研究の発展は研究者の育成無くしては
あり得ず、大学院生を経済的問題から開放し、自
由に研究に専念できる環境を整備する必要があ
る。

医薬品の開発には、薬理学、生化学、有機化学、
物理化学、分析化学など幅広い分野の研究が必
須であり、特定の分野に偏ること無く研究を発展さ
せることが、医薬品開発には必須である。

○

21
公務
員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化 ,６．その他

改善・見直しを
した上で推進
すべき

口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ等の特定家畜
伝染病研究の推進

口蹄疫・鳥インフルエンザ等の特定家畜伝染病
は、国として研究政策を推進すべきであり、総合
科学技術会議のアクションプランに入っていない
のはおかしい！

なし なし ○ ○ ○

22
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

事業仕分け等により、第3期科学技術基本計画ま
で進められてきた競争的資金制度の位置付け、
方向性が不明確になっている。競争的資金につい
て適宜制度の改革の検討を示しているが、国とし
ての競争的資金や基盤的経費に対する方向性を
再度提案すべき。

競争的資金において、間接経費制度の廃止や見
直しが行われている。国の研究資金に大きく依存
している大学等における研究活動が継続的に活
性化していくためには、国の明確な考え方が提案
される必要がある。

○

5 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞



 平成24年度アクションプラン案に対するパブリックコメント一覧 平成23年7月14日

ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

23
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

１２ページ政策課題2-1「クリーンエネルギー供給
の安定確保」に於いて、「再生可能エネルギー」推
進に絞っている。しかし、それに絞る事無く、広く
「新エネルギー」の開発に努めるポートフォリオ型
「新エネルギー研究」推進を堅持すべき。

我が国の国土の状況を考え、再生可能エネル
ギーのみでは我が国のクリーンエネルギー供給
の安定確保が困難である事を、広く識者が指摘し
ている。更に、ヨーロッパでの太陽光発電の積極
導入政策への投資が、結局は中国の科学技術イ
ノベーションになった結果も重視すべきである。こ
うした状況を踏まえ、クリーンエネルギーの開発を
単一対象に絞らず、ポートフォリオ型「新エネル
ギー研究」推進を堅持すべき。

○

24
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

グリーンイノベーションの推進は重要であるが、一
方では、原子力、特により安全な原子力のエネル
ギー利用に関する研究は必要である。

東アジア、中国や韓国では原子力発電を推進して
おり、日本が原子力の研究を放棄することは将来
に大きな禍根を残すことになると危惧される。

食料の生産について、理系と文系の
科学の視点からの検討が今こそ望ま
れる。

食料の自給に関する課題はいつも
政治的である。科学的な視点から国
民を納得させうる検討が必要であ
る。

○

25
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

まとめ表で、３つ目の政策課題を「エネルギー・資
源利用の革新」に改める。
それに関する重点的取組みについて、「技術革新
による消費エネルギーの飛躍的削減と、化石資源
の多様化、効率的活用、並びに新規開発」に改め
る。

今回の震災を受けて、グリーンイノベーションで取
組むべき重点政策分野を、従来の低炭素化中心
から、電力の安定確保と気候変動問題（低炭素
化）との両立へと見直すことは了である。電力の
安定確保の上で、原発事故の影響で制約を受け
る原子力から、再生可能エネルギーの活用を図る
ことは重要であり重点項目とすることは良い。しか
しながら、一足飛びに再生可能エネルギーに大き
く依存できる訳ではなく、拡大するとされた原子力
部分に替わり、１０年、２０年は依然として化石資
源にかなりの部分を依存せざるを得ない。そのよ
うな中で、日本の国際競争力を維持・拡大させる
為には、高騰するエネルギー資源を安定かつ低コ
ストで活用できることが重要であり、その為には化
石資源の多様化、効率的活用さらには新規開発
等の革新的技術開発が極めて重要である。資源
に乏しい日本として、単に着実に進めるといったレ
ベルではなく、アクションプランの重点的取組に、”
化石資源の多様化、効率的活用さらには新規開
発”を加えることは何にも増して重要と考える。

○

26
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

心身ともに健康で活力ある社会の実現を目指すラ
イフイノベーションは、重点的に推進すべき課題だ
と思います。
研究費の基金化やカード利用などを推進してほし
い。

活力ある高齢化社会の実現のためには、うつ病・
認知症などの社会的損失の大きい疾患の診断、
予防、治療が不可欠である。
研究費の基金化やカード利用の推進は、効率的
で事務管理を簡素化するのに有効である。

重点的な投資の他に、自由な発想に
基づく研究への投資も重要だと考え
る。

自由な発想に基づく研究からのみ、
真に革新的な結果が生まれる。

○ ○

27
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,４．
ライフ・イノベー
ション,５．基礎研
究の振興及び人
材育成の強化

このまま推進
すべき

自閉症、統合失調症、うつ病等、精神疾患の基礎
的研究を発展発展させることは、非常に重要な施
策と考える。また、そのための人材育成は必要不
可欠であると思われる。研究は、当初の計画通り
にはなかなか行かないことが多いので、競争的資
金に関する執行の柔軟性の向上は非常に有益で
あり、審査の公平性は、研究者のモチベーション
に大きく影響する。以上より、貴アクションプランを
全面的に支持すると共に、さらなる発展を望みま
す。

自閉症、統合失調症、うつ病等、精神疾患は一度
発症すると、寛解（治療薬を一生涯飲み続ければ
一応症状は落ち着く）することはあっても、完治
（服薬を中止できて、完全に病前の社会的機能レ
ベルまで回復）すること困難である。また、精神疾
患は若いときや働き盛りの方に発症することが多
く患者数も多い。その点でも、ご本人、ご家族は言
うに及ばず、これからますます少子化を迎える社
会にとって、大きな負担となる。現在、どの精神疾
患も原因不明で根本的治療薬はない。よって、今
後の基礎研究の発展が必要と考える。

国の予算が逼迫していることは理解
しているが、科学および科学技術の
振興に対する国の積極的なサポート
は、国民生活レベルの維持、向上に
とって特に重要な施策であると考え
る。

人間社会の発展のブレークスルー
は、歴史を振り返れば分かるように、
科学技術の発展が契機となっている
ことが大部分である。小生はライフサ
イエンスに携わっているが、その中で
も精神疾患は、今後の日本の労働
力を考えた場合、解決しなければな
らない大きな問題である。

○ ○ ○
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ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

28
公務
員

１．アクションプ
ランのねらい,２．
復興・再生並び
に災害からの安
全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

特に国民の意見を広く聞く方法が、パブリックコメ
ントの募集では心もとないし、検討の経過や反映
方法が不透明。
社会調査などをとおした客観的な国民ニーズの把
握を基礎として、優先順位や予算額の妥当性を担
保すべきと考える。
さらに災害（危機）対策については、地震・津波・
放射線のみではなく、経済危機やパンデミックなど
リスクマネージメントの視点から、様々な危機に共
通する対応を対象としてほしい。

現在アクションプランに掲げられた項目が、なぜ他
より優先されたか判断すべき数的材料が殆どな
い。
今般の大津波についても、発生以前にスパー堤
防建設に国民の理解が得られたか疑問である。
すなわち国民が理解できるような数値化（例えば
被害額×頻度）をもとにニーズを把握する必要が
ある。

関係する分野として、家畜感染症対
策（口蹄疫、鳥フル）を災害対策の項
に盛込んでいただきたい。

口蹄疫による被害額、宮崎県（２０１
０）は２，３５０億円、英国（２００１）で
７９兆円。最近の韓国での口蹄疫に
関連して、韓国科学技術企画評価院
は被害額に対し研究費が過少である
との批判を提出している（聯合ニュー
ス 4月17日）。

○ ○

29
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害からモノ、情報、エネルギーの流れを確保
し、創る」において、リスクコミュニケーションにお
ける情報収集・蓄積・分析の重要性が抜け落ちて
いるので、再考して記載すべき。
具体的には、災害情報の伝達にでは、リスクコミュ
ニケーションを円滑にする環境を構築することも重
視すべき。特に、リスクコミュニケーションにおいて
は、適切な情報収集・蓄積・分析手段があり、専
門家がその手段を活用して適切な情報を迅速に
発信できることが重要である。

震災後、インターネットを介して個人が各自の憶
測を情報発信し、それがデマ等として拡散し、風
評被害等に繋がることが少なからずあった。
このような二次災害を防ぐためには、災害時に限
らず、情報安全保障、政策の最適化という観点で
より情報通信技術を発展させ、情報の収集、蓄
積、分析をあらゆるレベルにて行い、一般国民か
ら政策立案を行っている人のレベルまで、国のあ
らゆるレベルにおいてより冷静な判断が出来る環
境を整備すべきである。

○

30
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

自然エネルギーの研究開発を進めるのはよいこと
であるが、学者や企業に提案を任せきりにしない
ことが重要　過去この分野には相当な資金が投入
されてきているが、ほとんど成果になっていない
学者は勝手に我田引水をするし、企業では、経営
と切れていた　計画・起案から最後まで見通す評
価のプラットホームを創っておくことが重要　国研
が役に立ちそうであるが、全く企業化、事業化に
ついては役に立たない　研究者・技術者のグリー
ンイノベーションへの覚悟のある参画を進めるた
めにも、研究マネージャーの教育から入るべきで
ある

過去この分野での　ナショナルプロジェクト実行に
当たって、ファンディング側と研究開発実施側の、
目的・目標に関するベクトルがあっていなかったこ
とが多い　それを克服するためには、基本的な状
況把握と進むべき方向をプロジェクト全体で共有
化することが重要である　その作業はCSRPが責
任を持って行うべきである　学問は自由であるが、
マネージメントは有限な人モノ金のリソースを有効
につかうことから行って制限があるのは当たり前
であるということをまず共有化することから入るべ
きである

○

31
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

地震災害時に必要な情報のより迅速かつ確実な
伝達について、在日、訪日外国人に対する視点が
抜けているのではないか。災害情報の伝達にお
いては、あまねく人々が適切に情報を享受でき、
意思疎通がはかれる環境を構築することが重要
である。そのための科学技術開発は明記されるべ
き。

グローバル化が急速に進み、我が国の経済活動
においても訪日外国人の役割が重要となってい
る。災害発生の際には当然、日本国民のみならず
訪日外国人のケアも重要であるが、今回の震災
においても訪日外国人は現地の人々と十分な意
思疎通が図れず、日本を離れることを余儀なくさ
れた場合も多い。
このようなことを繰り返さないためにも、言語の壁
を越えて人々が適切に情報を享受でき、意思疎通
できるようにすることが重要であると考える。

○

7 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞



 平成24年度アクションプラン案に対するパブリックコメント一覧 平成23年7月14日

ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

32
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

安全で豊かな国民生活の実現に向けた知の資産
創出基盤の強化等、研究開発の基盤を重視すべ
きである。

「基礎研究の振興及び人材育成の強化」における
「目指すべき社会の将来の姿」には、「安全で豊か
な国民生活の実現への基盤を構築すること」、「知
の資産を創出し続けること」が謳われているが、今
回のアクション・プランでは、これらの基盤的課題
を重視した政策課題や重点的取組が挙げられて
いない。息の長い基礎研究を支える取り組みを具
体的に記載して推進すべきである。

○

33
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

９ページ　（２－２－１）政策課題「災害から命・健
康を守る」に関する重点的取組の【放射性物質か
らの影響】の部分、「放射性物質の拡散を高精度
かつ誤差情報を伴って予測するための取組」を追
加する。

１３ページ　２－２政策課題「分散エネルギーシス
テムの拡充」
（２－２）重点的取組「エネルギーマネジメントのス
マート化」
エネルギー需要と再生可能エネルギー供給量の
両方を左右する気象条件を高精度かつ定量的誤
差情報を伴って予測するための取組の必要性を
追加する。

　ホットスポットを含む放射性物質拡散の高精度
予測のためには、メソスケール気象条件、特に上
昇流を含む３次元の風速場と降水洗浄を引き起こ
す降水の市町村単位の精密な予測が必要であ
る。また実質的なリスクマネジメントと対策のため
には、予報誤差に関する情報が不可欠であり、こ
れらの視点の欠如がSPEEDIによる予測が機能し
得なかった大きな理由だったと考える。
　再生可能エネルギーのマネジメントのために
は、エネルギー需要と再生可能エネルギー供給
量の両方を左右するメソスケールの気象条件（気
温、風、日照、降水）を、誤差情報を伴って正確に
予測することが不可欠であり、それに向けた研究
開発を進める必要がある。

○ ○

34
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

原発の抑制により現在問われているのは、これを
代替しうる我が国の産業基盤を支える基幹エネル
ギー源を如何に確保するかである。
再生可能エネルギーはその予想困難な時間的変
動の速さと大きさ故にスマートグリッド化も難しく産
業基盤エネルギーには向いていない。
低炭素化にも貢献しうる新たな基幹エネルギー開
発を並行して推進すべきである。我が国はこの分
野に於ける世界トップレベルの基礎研究実績を
持っており、これらを加速する施策を採るべきであ
る。

再生可能エネルギーと基幹エネルギーとのベスト
ミックスを追求することが、今後の我が国のエネル
ギー戦略として極めて重要である。
再生可能エネルギーが有効に働くためにはエネ
ルギー蓄積技術の進展が必須であり、その開発
を併せて推進すべきである。
一方基幹エネルギー源としては、核融合エネル
ギーが理想的であり、近年アジア諸国がその開発
に力を入れているが、我が国はその研究開発で
世界を先導していることから、これを加速すること
が必要であり、エネルギー戦略上からも有効であ
る。

科学技術政策のアクションプランとし
て、防災はともかく復興や再生は対
象として捉えきれないのではないか。

防災に対しては、評価、予想、対処
など、科学技術が先導できることが
多々あるが、復興・再生に関しては、
科学技術のみで対応出来ることでは
なく、行政の施策（考え方）や住民の
意識やコミュニティー形成熟度にも大
きく依存する。

○ ○

35
会社
員

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

再生医療の実現化にむけた細胞ソースとしてiPS
細胞のみを明記するのは不適切。諸外国に先駆
けた社会還元を目指すならば間葉系幹細胞の研
究も同様に後押しすべき。医師主導型治験につい
て知識・金銭的バックアップが行える体制を具体
的にすることが急務。

ES細胞の臨床研究についてはフェーズI終了まで
10年近く必要。一方、間葉系幹細胞はある程度の
安全性が確立されており、医師主導型の治験をス
ムーズに実施できれば約5~10年で保険収載可能
な段階に辿り着ける可能性が高い。諸外国に先
駆け再生医療を保険収載することで再生医療の
先進国的地位を確保すべき。このアピールはiPS
細胞への期待と信頼に大いに貢献すると考える。

全般を通じて研究費に関して国の補
助が少ない。ポスドクの社会的地位
も低く、ゆとり教育で育った世代を一
人前の研究者に育てるには環境が
劣悪。これからの10年は人材枯渇と
の戦いになる。日本の将来像を政府
は強く打ち出すべき。

教育者として学生と対話しそう感じ
る。グローバル化に対する意識が低
く、国内ですべてが完結できると考え
ている若者が少なくない。アジア各国
の経済成長は著しく、経済活動をマ
クロに捉えることが出来なければ研
究者としても大成しない。

○

8 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

36
公務
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

有力な研究者を招聘し、世界水準の研究拠点を
地域大学に形成し、地域イノベーションの活性化
を支援するとあるが、地域に世界水準の研究拠点
があるだけでは地域イノベーションは活性化しな
い。活性化させる「仕掛け」が提起されていないの
は、アクション・プランとして全く不完全と言わざる
を得ない。

世界水準の研究拠点を核として、地域イノベー
ションを活性化させる「仕掛け」としては、研究拠
点の有力な研究者と地域の企業と（更には、そこ
に内外の企業を巻き込んで）の産学共同研究開
発を活性化させる「仕掛け」のことである。例え
ば、地域の既存の産学コーディネート機関も世界
水準に強化するために、組織体制をグローバル化
し、当該研究拠点のみならず、グローバルな規模
での産学共同研究や研究成果の事業化に取組め
るようにすることを提起すべき。そうしなければ、
地域の研究拠点は、産業化との結びつきの弱い
（地域産業振興に直接的に貢献できない）ものと
なってしまう。

○

37
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

ライフ・イノベーションの中で「心身ともに健康で活
力ある社会の実現」に向けた重点的取り組みとし
て掲げられている、（２－３）「うつ病・認知症等の
精神・神経疾患の初期マーカーの探索とそれに基
づいた発症予防、早期診断、進行遅延」は、極め
て重要な課題であり、優先的に推進すべきであ
る。また、基礎研究の振興及び人材育成の強化
の中で「独創的で多様な基礎研究の強化」に向け
た重点的取り組みとして掲げられている、（２－２）
「競争的資金に関する執行の柔軟性の向上、審
査等の制度改革、国民への情報発信の強化」に
ついても、積極的に取り組むべき懸案事項である
と考える。

「うつ病・認知症等の精神・神経疾患の初期マー
カーの探索とそれに基づいた発症予防、早期診
断、進行遅延」は、社会的要請が極めて高いこと
に加えて、特に大震災における心のケアの問題と
も密接に関連して、その解決は急務である。また、
「競争的資金に関する執行の柔軟性の向上、審
査等の制度改革、国民への情報発信の強化」は、
血税で賄われている研究費を適切かつ有効に使
用し、切磋琢磨して得られた研究成果を社会に発
信・還元するために必要不可欠であると考える。

○ ○

38
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害からモノ、情報、エネルギーの流れを確保
し、創る」の政策課題についてです。
地震災害時などの被災状況の情報を正確に把握
するために、航空機の活用が有効です。また、航
空輸送は鉄道や道路輸送と比較して、地震災害
からの復旧が早く、被災初期の段階での物資輸
送に航空機が活用できます。
そこで、このような航空機の活用をさらに促進する
ため、安全かつ統括的に運航管理ができるシステ
ムの構築が望まれます。
このような点についても議論が必要と考えます。

今回の震災において、被害状況の把握や救助に
航空機が活用されました。このような状況におい
て、さらに航空機を安全で効率的に運航すること
が望まれます。
そのためには、航空機搭載型の監視システム、地
上で航空機からの情報を把握するための通信シ
ステム、危険事象を回避しながら航空機を目標地
点に誘導する航法システムの改善が望まれます。
また、それらを安全で効率的に管理するための情
報処理システムの構築が望まれます。

○

9 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

39
会社
員

１．アクションプ
ランのねらい,２．
復興・再生並び
に災害からの安
全性向上 ,３．グ
リーン・イノベー
ション ,４．ライ
フ・イノベーショ
ン ,５．基礎研究
の振興及び人材
育成の強化

このまま推進
すべき

1.アクションプランのねらい
記載通りの４つのテーマにてこのアクションプラン
を推進するべきだと思います。
2.復興再生並びに災害からの安全性向上
　早期に効果が表れる研究開発を行うという対応
にて推進すればよいと思います。
3.グリーンイノベーション
　記載通り、研究開発によりさまざまなエネルギー
関連技術革新を起こすべきと思います。
4.ライフイノベーション
　記載通り、人の心身の健康への取り組みを推進
すること望みます。
5.基礎研究の復興及び人材育成の強化
　記載の通りの取り組みを推進すること望みま
す。

1.現在技術動向として注目されている、「災害」「エ
ネルギー」「ライフサイエンス」「基礎研究」をテーマ
としているため。
2.震災復興という観点から開発スピードが要求さ
れると考えるため。
3.現在エネルギー関連技術はさまざまな企業、研
究機関で行われているので、その開発速度を高
め、革新を起こす必要があると考えるため。
4.現在ガンによる死亡率が高くなり、これを対策す
る必要があることと、心の問題も現在注目されて
いると考えるため。
5.基礎研究と人材育成が国内で弱くなっていると
考えられるため。

○ ○ ○ ○ ○

40
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

特に精神疾患の病態や病因を解明するため、あ
るいはその治療法や診断法の開発を促進するた
めの研究を推進する際には、精神疾患の当事者
自身やその家族あるいは精神疾患の医療現場で
働く者からの要請を出来る限りくみ上げ、その要
請に応える為の研究計画を組んでいくべきであ
る。そして、研究計画や成果の審査を行う際にも、
当事者やその家族のために役立つかどうかを最
優先して審査を行うべきである。

ヒトの精神機能や高次機能を研究する上で精神
疾患の当事者を研究する方略は重要で魅力的で
あり、大きな研究成果をあげる可能性を持つ方略
である。しかし、精神疾患は当事者や家族、更に
は社会全体にも大きな損失を招く上に、しかも十
分な診断方法や治療法が開発されているとはい
えず悲惨な状況にある。そのため、この悲惨な状
況から考えれば、ヒトの精神機能や高次機能解明
の為に精神疾患研究が利用される前に、まずは
精神疾患の当事者や家族の利益を最大限にする
方向で考えるべきである。

○

41
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

いずれも重要な施策である。広い意味での基礎研
究の振興、人材育成は国家の重大なミッションで
ある。

人材育成は未来の発展を促す重要な投資であ
る。少子化の傾向はまだまだ続く。自分たちの子
供の世代、孫の世代の生産性を高めるためにも、
広い意味での人材育成は重要である。

原発問題の根本は、大学や研究機
関において、原子力工学科などが維
持されず、新味を求めて推移してし
まい、原子力工学の知の継承がきち
んとなされなかったことにある。スク
ラップ＆ビルトという考え方だけで
は、大学の基礎研究の維持はできな
い。

○

42
団体
職員

１．アクションプ
ランのねらい

改善・見直しを
した上で推進
すべき

1)p.3の表で放射性物質による影響の列の内容が
不適である。

2)p.3のグリーンイノベーションの内容が不適であ
る。

1)
・p.3の「復興・再生..」の表について。政策課題と放
射線物質による影響の組み合わせが不適なた
め、放射性物質による影響の部分が論理的な構
成になっていない。
・地域コミュニティーの維持や流通の確保は別の
枠で検討すべきである。
・最も重要な「命を守る」に放射性物質の列に対応
するのは「住民の不安を軽減」ではなく「放射性物
質の除去」であるべき

2) p.3 再生可能エネルギーの産出に対応した原
発脱却プランがなければ片手落ち

「安全に暮らせる社会」、「質の高い
国民生活」に引きずられて、「科学技
術」が答えるべき要素の抽出ができ
ていないと見受けられる。

「科学技術」の内容の定義が欠けて
いるからではないか。

○

10 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

43
団体
職員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（意見１）
Ｐ．１５の８行目の「高効率熱交換」を「ヒートポン
プ」に置き換えることが適当と考えます。

（理由１）
○ヒートポンプは我が国が世界に誇る世界最先端
の省エネ技術であり、今後も、新規冷媒の開発、
高性能熱交換器などの革新的要素技術の開発に
おいて、国による研究開発の取組が必要と考えま
す。
○答申「科学技術に関する基本政策について」
（見直し案）でも、「エネルギー利用の高効率化及
びスマート化」の項目に、「次世代型ヒートポンプ
システム」の記述が入っております。
○Ｐ．１５の８行目の前後の文脈「ゼロエミッション
住宅・オフィス、高効率照明、・・・情報通信機器」
が、最終的な製品や機器を表す言葉であるため、
これと平仄を合わせることが適当と考えます。

○

44
団体
職員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（意見２）
Ｐ．１４の３行目の「多様な再生可能エネルギー、
コジェネレーション等」に「ヒートポンプ・蓄熱システ
ム」を追記することが適当と考えます。

（意見３）
Ｐ．１１、１３の文中の「蓄エネルギー」を「蓄エネル
ギー（蓄電・蓄熱）」に置き換えることが適当と考え
ます。

（理由２）
○地中熱などの再生可能エネルギーを利用し、電
力を熱に変換して蓄える「ヒートポンプ・蓄熱シス
テム」は蓄電技術と同様に、スマートグリッドにお
ける重要な要素となります。ＩＥＡが５月に公表した
Energy-efficient Buildingsの技術ロードマップでも
「スマートグリッドと接続した統合ヒートポンプシス
テム」が挙げられており、例示に追記することが適
当と考えます。
（理由３）
○蓄エネルギーのイメージが分かりにくいため、
具体的な補足説明を付記することが適当と考えま
す。

○

45
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

「技術革新による再生可能エネルギーの飛躍的
拡大」に重点的に取り組むことに、全面的に賛成
する。その上で、「再生可能エネルギーの経済性
を世界トップレベルに高めるための技術開発」の
一例として、「風力発電装置（風車）の大容量化（５
ＭＷ 以上）」を取り上げていただきたい。具体的な
開発課題としては、超電導技術を用いた超軽量発
電機、炭素繊維強化プラスティックを用いた高剛
性・軽量ブレード、２枚翼高速風車技術などがあ
げられる。

風車の大容量化は、タワーが高くなることでより上
空の強い風を利用できるのみならず、設置面積あ
たりの出力を大きくできるため、風力発電の経済
性を高める最も有効な手段である。欧州では、陸
上より遙かに大きなポテンシャルを有し、輸送の
制約や騒音問題などが無い洋上風力発電の開発
や導入が活発であり、そのための大容量５ＭＷ
機が実用化されている。我が国でも、トップレベル
の先端技術（超電導技術、材料技術等）を活かし
た大容量風車の開発が急務である。

○

46
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

科研費の一部研究種目で実現している「基金化」
を，他の研究費目および他の助成制度においても
推進していただきたい。

単年度会計の制約を解消することで，研究者の研
究活動への専念が可能とな理，結果として研究パ
フォーマンスの向上が期待できるから。「基金化」
はすでに一部の競争的資金において採用され，
顕著な効果が明らかになっていることから，早期
の実現を要望したい。

○

11 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

47
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

現在の案は非常に評価できる内容であると考えま
す。
ただし、以下の点をさらに推進していただきたいと
考えます。
「クリーンエネルギー供給の安定確保／技術革新
による再生可能エネルギーの飛躍的拡大」にバイ
オマスエネルギーも含まれると思います。是非こ
の取り組みを推進していただきたいと思います。
ただし、日本の産業育成の面からは燃料だけでな
く化学品のバイオマス原料の利用が重要であり、
その技術開発の支援を是非検討していただきた
いと思います。また、バイオマス資源の入手、有効
活用のために、アジア地域での国際的な連携を構
築し、技術開発することも重要と考えます。

バイオマス利用への取り組みは精力的に行われ
てきており、成果も出つつありますが、日本国内で
はバイオマス用によるエネルギー供給には限界
があると思います。日本の強みは化学品の生産
や加工であると思います。そこにバイオマス由来
原料を利用することを推進することが世界をリード
することに成ると思います。

世界有数の技術を生み出すために、
理系離れを防ぐ必要があります。ま
ず、理科系の教育に力を入れるべき
であると思います。私立大学での教
育費の理系と文系の差異をなくす必
要があります。博士課程進学者の生
活を助成や奨学金制度の充実で安
定させる必要があります。また、製造
業のステイタス向上が必要（例えば
所得）と考えます。これらのために国
としての日本の得意分野を伸ばすた
めの政策が必要であると考えます。

若者の理系離れが顕著であると思い
ます。日本という小国は技術力で世
界をリードしてきたが、将来非常に不
安になる状況であると考えます。しか
し、現在の教育状況では理系はお金
がかかり、将来も明るいとは言えま
せん。

○

48 学生

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

・ライフイノベーション：現在の案は非常に評価で
きる内容であると考えます。
しかし、子供の医療費サポートに加え、技術開発
の面では、子供の病気治療に役立つ、例えば免
疫系疾患、小児がんの治療の技術開発推進を望
みます。
・基礎研究の振興及び人材育成の強化：「世界トッ
プレベルの基礎研究の強化」と「独創的で多様な
基礎研究の強化」は非常に重要です。そのための
重点的取り組みも納得できる内容と考えます。さ
らに、研究者が研究に専念できるようなサポート
体制の強化を望みます。特に技術を理解できる
オーガナイザーの人材育成が必要であると考えま
す。

・ライフイノベーション：これらの施策は高齢者対策
にやや比重がかけられすぎているように思いま
す。少子対策、将来の日本を背負う子供の医療の
サポートが非常に重要であると認識します。
・基礎研究の振興及び人材育成の強化：現在、最
先端研究支援プログラム等ではその主旨に基づ
いてサポート体制が組まれてはいますが、実際、
中心研究者が研究だけでなく運営の舵取りを担っ
ている例が多く見受けられるように感じます。事務
処理はそれなりのサポート体制ができているよう
に思いますが、技術のわかるオーガナイザーの人
材が不足しているため、中心研究者に運営の負
担がかかっているように思います。

○ ○

49
公務
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

様々な教育プログラムが計画されていますが、現
在大学で最も深刻な問題は研究室単位での大学
院学生の教育の充実です。研究室には助教の数
がひと昔前よりも少なくなり、中堅クラスの指導層
不足のため、大学院学生にとっては、学生相談室
に指導を十分してもらえないという悩みがかなり急
増しています。このような現状も考慮して、研究室
教育の重要性をもっと深く認識し、それを根本的
に解決できる手段を講じる必要があります。これ
は全国的な共通の問題であり、教育フログラムだ
けいじくっても、教育研究の現場では、この問題は
残されたままです。研究室の教育システムから掘
り下げた対策が緊急に必要であることを痛感して
います。

中央教育審議会答申による体系的大学院教育プ
ログラムよりも、旧来の研究室教育の方が評価が
高いというアンケート調査に関する論文”大学評
価学位授与機構の「大学評価?学位研究　第１２
号平成２３年３月発刊の研究室教育再考ー理工
系大学院の教員意識調査の分析ー”が橋本弘信
教授らによって報告されています。この研究室教
育の質をいかに高めるかとして、試案ですが、企
業の卓越した将来有望な若手研究者を魅力ある
大学の教員ポスト（産学連携教員）として積極的に
受け入れ、研究室に博士課程の学生と有意義な
討論と助言ができる人材を確保する。それによっ
て、ボトルアップで研究室の質が向上できるものと
確信する。現在、企業からは、景気も悪いこともあ
り、入学料を支払わなければならない単なる研究
生の身分で大学にくる研究者は激減しています。
産学連携そより強固に推進するには、このような
ポストの創成をより国家的に支援する仕組みの導
入が必要と思います。

○

12 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

50
会社
員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

がんの早期診断・治療に必要な新しい医療技術
（医療機器）の評価技術の開発をレギュラトリーサ
イエンスをベースとして推進されることを期待す
る。また医療技術・医療機器の開発段階で必要な
ガイドラインだけでなく、最終的には薬事承認審査
を見据えての審査ガイドラインの両方の視点から
の検討を希望する。

国際競争力がある日本の医療分野として、がんの
診断や治療が上げられる。この分野での新しい診
断方法や治療方法を開発し早期に実用化するた
めに、
開発評価基準や薬事審査基準は重要である。

○

51
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

１．科研費の基金化については遅すぎたきらいは
あるものの大賛成。是非進めていただきたい。２．
府省間の公的資金執行に関する共通化も検討中
のはずであるが、こちらも是非進めていただきた
い。３．間接経費の扱いについて、財務省、国会
議員、産業界の理解が得られていないようである
が、大学が研究施設を維持するため、また研究成
果の普及にも必ず必要な経費であるから、これも
議論の上計上できるようにしていただきたい。

科研究費は、欧米ではAwardと言われるように審
査の上授与されたものであり、研究者のプレゼン
スそのものと考えていただきたい。これまで、財務
単年度会計にこだわるあまり、研究の効率化を無
視して経理を行っていたわけであるが、これは税
金の無駄遣い以外の何ものでもなかった。今回の
施策によって、研究者の成果普及の責任と共に更
なる研究の効率化が期待できる。

○

52
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

 復興・再生にあたって、安全で豊かで質の高い国
民生活の実現に、文化的観点が見られないことが
気になります。歴史に基づくまち並みの景観や色
彩、屋外広告物の管理など、ソフトに関する専門
家の参加は欠くことが出来ないと思います。これら
のことは、とかく緊急時には軽視されがちです。歴
史の継承や新しく美しい町や村づくりに、住民が
関わることで得られる、精神的高揚感は生きる希
望につながると考えています。

屋外広告景観形成やサイン計画、色彩計画など
は環境デザインの中では、マイナーエレメントと考
えられますが、まちや村のイメージに与える影響
は極めて大きなものです。また、たとえば安全な
交通環境の再生には、心理的交通沈静化、
shared spaceなど、欧米で展開される新しいコンセ
プト（EUが支援）の導入が考えられます。これは日
本人の文化性にそぐうものです。健全なコミュニ
ティ再生の観点からも、ソフトなデザイン手法の導
入を期待します。

○

53
公務
員

３．グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

　グリーン及びライフイノベーションの創出あるい
は基礎研究の振興及び人材育成の強化のため、
各地域に蓄積されたさまざまな知見、ノウハウを
機動的に活用するとともに、地域産学官連携によ
るクラスター施策を発展的に活用した研究機能・
人材集積の形成とそれらの連携促進が必要であ
り、そのための各地域に向けた支援施策の拡充
が重要である。

　グリーン及びライフイノベーション日本を再度活
性化する大きなテコとなる政策であり、これまで各
地域において産学官連携によるクラスター施策を
展開し、様々な知見やノウハウを蓄積してきた。こ
うした成果を戦略的に利用する必要がある。ま
た、対象分野が多岐にわたるため、早期の実用化
には各地域に蓄積されたさまざまな知見、ノウハ
ウを機動的に活用することが重要である。
更に、基礎科学のより一層の追求とともに、分野
横断型の研究を同時進行で行い、多角的な検討
を加える必要がある。

○ ○ ○
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興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

54
団体
職員

１．アクションプ
ランのねらい,２．
復興・再生並び
に災害からの安
全性向上 ,３．グ
リーン・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

１．復興・再生並びに災害からの安全性向上の項
では、これからの日本にとって科学技術からみる
と「これから起こりうる災害の予知とその備え」が
第一と感じます。
２．グリーンイノベーションの項では、どう科学技術
が関わり貢献するのか不明です。具体的な一歩を
進めるための納得できる方向付けが必須です。
４．基礎研究の振興及び人材育成の強化の項で
は「基礎研究の振興」にほとんどの記述が振り向
けられ、それを支える「人材育成」についての記述
が乏しい。しっかりした展望に基づく人材育成の記
述を強く望みます。

東日本大震災の現状を復興するために<<科学技
術に求められていること>>は、新聞で日々書かれ
ていることをそのまま繰り返すことではなく、<<科
学知識に基づいた国民を納得させる指針>>であ
るべきです。科学知識を最大限に活用し現時点で
問われていることは何か、それに応えられる科学
技術は何が今あり、そして不足しているのかを真
剣に問い直し、<<具体的な方向を指し示す>>こと
こそ今なすべきことだと考えます。

○ ○ ○ ○

55
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

震災復興担当大臣が替わろうが、やるべきことを
もっと迅速に進めてほしい。

地道な復旧・復興のステップが被災地でも伝わっ
てこない。

○

56
会社
員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

このまま推進
すべき

日本は地震や台風と言った自然災害に多く見舞
われる国土状況であることから、災害からの安全
性向上に役立つインフラ整備が焦眉の急であると
考える。

具体的には、地震及び津波等の自然災害の被害
を迅速に把握するためのインフラとして、人工衛
星ALOSの後継機をシリーズで国家として保持す
べきである。

○

57
その
他

１．アクションプ
ランのねらい

改善・見直しを
した上で推進
すべき

震災の影響があったとは言え、我が国のかかえる
大きな課題、少子高齢化、ＴＰＰ等のグローバル
化への対応、地球温暖化の抑制、財政再建の必
要性などは、震災前となんら変わっておらず、逆
にその課題の顕在化が加速し、政策の選択肢も
狭まりつつある。
その中で、例えば、これまでエネルギーと環境の
両面から重点的な国家投資の対象であった原子
力発電にかかわる記述がほとんど見えない等、こ
れまでの科学技術政策の検証なく次年度に向け
た政策課題や重点的取組が決められている印象
を排除できない。我が国の抱える中長期の課題の
解決に広く資する科学技術投資の指針を期待す
る。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

58
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

全体に共通した指摘として、災害の時だけ機能す
る仕組みの構築は、維持、コスト負荷、プライオリ
ティ等、時間と共に風化する恐れもあり、なかなか
定着しない危惧がある。常に機能する仕組みを作
り、災害時もそれがそのまま維持できるという｢安
心｣を国民に与える分野への投資がきわめて重要
である。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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４．ラ
イフ
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礎・人
材
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イ－５

59
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

東日本大震災は、我が国の科学技術政策へのこ
れまでの投資が現実にどのような形で、国民の生
命や財産を守る役にたったのか、ということを問い
かけている。
まずは、災害の現場において何が起き、何ができ
て、何ができなかったのか、その「ＦＡＣＴ」をしっか
りと把握することが、今後の防災や復旧・復興の
政策を考えるスタートであるべき。情報の散逸や
風化を避けるためにも、全科学者がこれに緊急に
取り組む必要性を明記すべき。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

60
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

安全という言葉が多用されているが、今、安全と
いう言葉の信頼性が問われている。政府の最大
の責務である国民の生命、財産の保護に対する
信頼回復のためには「安全」に加えて「安心」とい
うキーワードが重要である。ともすれば、自然科学
者に、定量的に計測、検証し得る「安全」の基準を
重視し、定性的な人々の悩みや不安を、納得や満
足という「安心」に導くことを軽視する傾向がある
のではないか。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

61
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「国の定めた安全基準の範囲内であるので、直ち
に健康へ影響を与えるものではない。」との説明
が必ずしも国民の安心にはつながらず不安を助
長したことは記憶に新しい。自然科学と、人文科
学や社会科学との融合による社会課題の解決と
いう国民の生活に直結したイノベーションを実現
する重点的な取り組みが強くもとめられる。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

62
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回の震災とそれに続く事故からの教訓は、科学
技術の不完全さであり、また特定の想定のもとで
の防災や復旧の対策が想定外には対応できな
かったということである。
アクションプランでは、まだ、地震、津波、放射性
物質による影響と特定の災害に対して特定の防
災技術や復興のために必要な技術という縦割り
的な発想が強い。災害の原因や規模がどうあって
も、社会や産業が機能不全を起こさないような回
復力に富む(Resilient)社会システムの構築に関す
る技術分野への投資が必要である。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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イ－５

63
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

産業分野でのロボットは、市場の形成がなされて
いることから我が国の技術の先進性が生かされ
事業化もされている。しかしながら、万一を想定し
た災害対応ロボットについては、試作機レベルの
開発は行われるものの、実際の配備や操作員の
日常からの訓練が行われておらず、原発の事故
現場にまず投入されたのは海外のロボットであ
り、日本に技術はあっても役に立たないという現
実が改めて明らかとなった。
国民の生命を守る災害対応ロボットの開発と運用
システムの必要性をしっかり書き込むべきである。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

64
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から命・健康を守る＞

○災害時医療支援基盤の整備とその機能検証○
広域での医療情報の連携、診療目的での医療情
報の参照を可能とする医療支援基盤を整備する
ことが必要。被災地を特区として、被災者に電子
被災者カード（被災者向けの個人番号カード）を発
行し、本人確認の仕組み、セキュリティ・プライバ
シーの確保、匿名化技術等、「税・社会保障の共
通番号制度」で想定されている個人番号制度の機
能検証など、出口の見えるシステムを前倒しで実
行する政策への重点的な取り組みを求める。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

65
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から命・健康を守る＞

○原子力発電の安全性向上に資する研究開発の
促進○災害から命・健康を守るために、放射線モ
ニタリング、放射性廃棄物・汚染水の除去・処理・
処分の関する研究開発や、廃炉まで視野に入れ
た災害ロボットの研究開発、実用化は喫緊のアク
ションプランである。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

66
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から命・健康を守る＞

情報伝達については、非常用の情報伝達ではな
く、常に現地に役に立つ情報の提供インフラを作
り、それを利用する習慣を作ることで初めて機能
できるものとなる。本人認定では、共通番号制度
の導入等とも密接に関連するが、生体認証と併せ
た登録により、災害時の個人認定が極めてやりや
すくなるシステムも併せて研究するべき。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

16 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞



 平成24年度アクションプラン案に対するパブリックコメント一覧 平成23年7月14日

ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

67
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から命・健康を守る＞

放射性物質については、放射線種類、半減期、体
内蓄積、日常浴びている放射線の量、等々、まず
は基礎的情報について（学者による判断差の無い
事実情報）を分かりやすく示すこと。このことと、被
爆と病気の関係といった、あくまで過去のデータの
みでの判断（これこそ学者による意見の差が大き
く、このことが風評被害と相俟って混乱を生じさせ
ている）についての扱いをはっきり分ける必要性を
明記する。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

68
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から命・健康を守る＞

放射線の人体への影響やその判定と治療が、国
民の安全・安心面での大きな関心となっている。
人体の放射線被曝について、どのくらいの量でど
のくらいの影響が出るのか、これまでは職業として
被爆のリスクのある少数の人員が対象であった
が、今後は一般の市民を対象とした判定手段とし
て、線量管理だけでなく、生物学的被爆管理（例え
ば、遺伝子、タンパク質の変異、発がん可能性）に
関する研究が望まれる。
また、多数の被爆者の治療法の開発も必要であ
る。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

69
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から仕事を守り、創る＞

製造業の全企業が独自で完璧なＢＣＰを実施する
ことはコスト競争面から考えても非現実的である。
一方、今般、サプライチェーンの脆弱性が指摘さ
れたのも事実であり、特に中小企業については、
災害時にのみ他企業と緩い連携が取れるような
社会的なシステムを事前に考えていくような社会
科学的な研究も必要ではないか。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

70
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から住まいを守り、造る＞

住まいというのが、物理的な住まいだけになって
いて、堅固にすることだけに目が言っていないか。
どんなに堅固にしても想定以上の災害については
守れない。住居が大事なのは、建物に加えて、そ
の中にある資産（通帳、印鑑、常備薬、思い出に
つながるもの　＝　逃げ遅れの原因にもつながる
もの）であり、そしてそこでの安全な生活そのもの
であった。個人資産を守る仕組み（たとえば、情報
ならクラウド化、薬のようなものについては集団で
の常備の仕組み）を研究していかなければいけな
い。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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71
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害から住まいを守り、造る＞

安心した生活というのはたとえば、避難所の作り
方、運営、仮設住宅の作り方、といった点につい
て、個人の安心を守るという観点での社会、人文
科学的な研究を日常からしておく必要があるので
はないか。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

72
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害からモノ、情報、エネルギーの
流れを確保し、創る＞

今回の震災においては、有線無線の基幹のネット
ワークサービスの脆弱さが明らかとなり、ツイッ
ターなど無償の簡便なサービスの機能が維持さ
れるなど、これまでのＩＣＴの強靭性に関する前提
が大きく見直される結果となった。
　　情報の流れで、災害時に一番知りたい情報は
家族の安否であった。このため、回線がオーバー
フローしたわけであり、家族同士の安全情報伝達
手段を日常の情報交換手段として定着させていく
社会システムが重要課題。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

73
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害からモノ、情報、エネルギーの
流れを確保し、創る＞

今般、電力不足から発生した計画停電について
は、実施面での問題をたくさん露呈した。
納得性のある計画停電の仕組み、技術的課題に
ついても、研究をしていく必要があるのでは無い
か。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

74
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害からモノ、情報、エネルギーの
流れを確保し、創る＞

これまでの常識にとらわれることなく、人工衛星、
車車間通信、分散電源など、あらゆる手段を想定
した災害時の利活用も重要な研究対象となるべき
である。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

75
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

＜政策課題：災害からモノ、情報、エネルギーの
流れを確保し、創る＞

人々に「安心」を提供するインフラとしてのＩＣＴの
利活用、すなわち、風評に惑わされない正しい情
報の発信、さまざまな「見える化」技術、「次に起こ
るべき予測」技術の推進、そのためのリアルタイ
ム性を備えたシミュレーション技術の推進が不可
欠である。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

76
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

初等中等教育における国全体として体系的に取り
組む理科教育支援に関するアクション・プランを盛
り込んでほしい。

科学技術立国日本の再生には、子供たちの理科
離れを防ぎ、理科好きの子供たちを多く育てること
が極めて重要と考える。今回のアクションプランに
は、初等中等教育段階での施策が全く盛り込まれ
ていない。産業化、各学協会、独立行政法人、地
方行政などでは、個別に子供たちあるいは理科教
師対象の理科教育支援事業は実施されており、
最近、国としての強いメッセージが感じられず、体
系的な
施策になっていない。

○

77
その
他

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回の震災と津波による原子力発電所の事故
は、安全、防災、減災の観点で、原子力発電を支
える科学技術が不完全であったことを示している。
わが国のエネルギー政策のみならず、科学技術
政策に対して大きな課題を提起していることは明
らかであり、それに対する取り組みが明示的に示
されていないのはあまりに不自然であり、科学技
術政策にかかわる関係者の見識が問われかねな
い。今こそ、広くエネルギー供給の一手段として、
原子力の利用に関する知見を集めるべきである。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

78
その
他

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

日本国内での新たな原発立地は、新エネルギー
政策との関連で検討されるべきであるが、現有炉
の安全稼動は社会経済的に不可欠である。また、
世界的視点では新興国のエネルギー需要の増加
の中でＣＯ２の排出削減を図るために、当面は原
子力発電の需要は高いものと想定される。我が国
の成長戦略の中でも重要な位置を占める位置づ
けは変わっていない。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

79
その
他

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回の原発事故で世界に多くの迷惑をかけた我
が国としては、より安全な原子力発電の実現に向
けて研究開発を加速し、その成果を世界各国に還
元していくことが求められており、ある意味で我が
国が果たすべき国際的な責務であるとも言える。
国内での新規原発の立地はエネルギー政策や原
子力政策の方向性を見据える必要はあるものの、
安全な原子力発電の早期実現を目指した研究開
発は、むしろ加速すべきである。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

80
その
他

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

エネルギー政策に関する科学技術の貢献は、単
に国のエネルギー政策の実現の手段としてのみ
ならず、社会システムに出口をもつイノベーション
政策として、原発の停止による電力の不足を自然
エネルギーの供給でどこまで埋めうるのか、国や
国民が耐えうる負担で実現できるのかなど、時間
と規模とコストの観点で、科学技術面からエネル
ギー政策に提案を続けていくという姿勢こそが重
要であるが、今回の案ではそれが見えていない。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

81
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化 ,６．そ
の他

改善・見直しを
した上で推進
すべき

研究・開発には目的を設定してそれを達成するた
めに行うものと、個人の自由な発想のもとに創ら
れるものがある。我が国では、前者に関しては注
力されていると思われるが、後者があまりにも貧
弱である。ある程度の要件を満たせば、どのよう
な研究でも継続的に行える環境の整備が望まれ
る。低額でも継続性があり、より裾野を拡げるよう
な研究費の配分が望まれる。また、そのような研
究費の使途に関しては、より自由度をもたせること
で、楽しく、自由に、余裕をもって、研究できる状況
となることを期待する。
また、研究者は研究以外の業務に忙殺され、疲弊
していく状態にある。研究者が研究に専念できる
ようにすることも望まれる。

いまの我が国の状況は、研究により何かが創造さ
れる環境には無いと思われる。
ひとつの理由は、自由な発想で多くの研究がなさ
れて、その中から創造的な研究が芽吹くという状
況でないということ。
もうひとつの理由は、大学における研究に参画し
ていても、研究者（大学教員）が縛られた研究費
で、数つ目標に悩みつつ、さらには、研究以外の
業務にも忙殺されているのを傍目で見ている若手
（学生）らが、とても“研究が楽しい”とは思えず、
研究者を志す者の数が減っているということであ
る。

科学研究費補助金（科研費）につい
て：研究は、その進展が予測不可で
あるという特徴を有する。従って、研
究の進捗の区切りを年度とすること
は、研究の推進に弊害を及ぼすこと
が少なく無い。この認識がある程度
認められるようになって、現在限られ
た科研費だけが、年度を繰り越して
使えるようになっているが、すべての
研究費補助制度にこれを適用して欲
しい。

現在の研究補助制度は、研究成果
を得るための最善の施策となってい
ないため。

○ ○

82
その
他

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

目指すべき社会の姿を「心身ともに健康で活力あ
る社会の実現」とうたいながら、政策課題が医療
に偏っており、多くの健康な高齢者が社会の中で
生産的に生きがいをもっていきていくための政策
がほとんど取り上げられていない。高齢者が就業
や社会活動を通して新しい需要の創造や供給に
寄与することは、我が国の成長戦略にも大きく貢
献するが、重点的取り組みの対象は、医療や介
護の必要な高齢者や障がい者に関するものでし
かないのは著しくバランスを欠いている。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

83
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

科学・技術が社会の中に実装され貢献するという
成果を目指しているはずの我が国の科学技術政
策の中で、何ゆえ、基礎研究のみを冠した「基礎
研究の振興及び人材育成の強化」という項目が重
視されるのであろうか。スコープを広げ、基礎研究
に限定せず、応用研究、実用研究、イノベーション
創出研究までをカバーすべきである。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

84
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

原発事故の発生以来、我が国の情報の公開と発
信に対して、国内はもとより海外からも不満、不
安、あるいは懸念の声が報じられている。このこと
は、他の科学技術分野に対しても同様であり、以
下の観点から重点的な取り組みが求められる。
＊国民全体の科学技術基礎力あるいは科学技術
リテラシーの不足に起因する理解不足や誤解を
最小化するため、国は国民の科学技術への理解
を促進する政策を推進すること。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

85
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

原発事故の発生以来、我が国の情報の公開と発
信に対して、国内はもとより海外からも不満、不
安、あるいは懸念の声が報じられている。このこと
は、他の科学技術分野に対しても同様であり、以
下の観点から重点的な取り組みが求められる。
＊科学技術の重要度や優先度を峻別し、正確な
内容をわかりやすい表現で伝える研究を進め、そ
のようなインタープリテーションのトレーニングを受
けた人材を育成する。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

86
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

原発事故の発生以来、我が国の情報の公開と発
信に対して、国内はもとより海外からも不満、不
安、あるいは懸念の声が報じられている。このこと
は、他の科学技術分野に対しても同様であり、以
下の観点から重点的な取り組みが求められる。
＊上記２点を推進するために、自然科学のみなら
ず、人文科学、社会科学との知見の融合を強力に
推進すること。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

87
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

社会システムが高度化、複雑化する中で、今回の
震災や原発事故では、防災、通信、サプライ
チェーンなどの社会システムの脆弱さが明らかに
なった。我が国では個別技術に比して、システム
構築力で欧米先進国に遅れているのが実態では
ないか。
今後も想定される社会のリスクに適切に対応する
には、社会や産業構造の一部の機能が失われて
も全体として機能を代替、維持できる強靭さ
（Resilience）を社会システムの構築や運用の中で
実現する文化を育て上げていくことが必要であ
る。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
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性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

88
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

リユースに関連する施策も必要と考える。また、
「持続可能な社会」とはどのような社会なのか、例
えば一人あたり使用可能なエネルギーは何kWhな
のか、目標をある程度は明確にしないとどこまで
の施策が必要なのか明確にならない。「２－４イン
フラのグリーン化」といっても、何をどうするべきか
が明確にならないと思う。

リサイクルにもエネルギーが必要なことから、省エ
ネルギー、省資源の究極な姿は「リユース」であ
る。単に技術的な面だけで解決できる問題ではな
いが、気持ちよくリユースできるような製品をつくる
には、技術開発が必要と考える。

○

89
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回のアクションプランでは、分野を問わず、シス
テムについての言及が十分でない。
個別に進められたものをイノベーションにつなげる
観点がこれからは不可欠であり、下記を提案す
る。
・基礎研究の強化の中に、システム研究を基礎研
究の重要な位置分野と位置づけ、システム基礎
研究の内容と実施方針を明確にして進めるととも
に、システム基礎研究の拠点を形成する。
・システム全体のリスク監視、シミュレーションの高
度化をはかり、複雑系科学など工学的なアプロー
チも重視し、災害や事故発生時の実運用の仕組
みを組み込む。
・人材育成の中に、俯瞰的視点を持ったシステム
研究者を育成するプログラムを入れる。

上記アクションプランに関する意見に包含。 ○

90
団体
職員

１．アクションプ
ランのねらい,３．
グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

平成24年度の科学技術重要施策アクションプラン
は、平成23年度のアクションプラン提言後、東日
本大震災を受けて出されたものであるが、平成23
年度のアクションプランに比較して、具体性に欠け
ている感じがする。

「III　グリーンイノベーション」を柱の一つとして掲
げている科学・技術重要施策アクションプランとし
ては、自立・分散型エネルギーシステムを用いた
コミュニティー構想などの課題などを掘り下げて、
さらに具体化した提案を行ってみるのはどうか。実
際にどのようなエネルギーシステムであるべきな
のか、有識者の知識を集約すれば、さらに具体的
な構想・課題が見えてくるのではないか。

「III　グリーンイノベーション」を柱の
一つとして掲げている科学・技術重
要施策アクションプランとしては、自
立・分散型エネルギーシステムを用
いたコミュニティー構想などの課題な
どを掘り下げて、さらに具体化した提
案を行ってみるのはどうか。実際に
どのようなエネルギーシステムであ
るべきなのか、有識者の知識を集約
すれば、さらに具体的な構想・課題
が見えてくるのではないか。

元々、「自然共生・循環型社会を実
感できる「環境先進国日本」を世界に
先駆けて構築する」ことを提案してい
るのは、平成23年度のアクションプラ
ンである。東日本大震災後を踏まえ
た科学・技術重要施策アクションプラ
ンを出すのであれば、科学的実現性
があって、かつ希望にあふれたもの
にして頂きたいと思う。

○ ○

91
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回の震災復興と将来に発生する災害対応とが
混ざっており、分けて議論すべき。災害対応は、
今後科学技術施策として重点化すべき課題の記
載が少なく、検討の時間軸を長くすべき。災害発
生後の対応技術に重点を置いた取組が必要。エ
ネルギー関連以外のグリーンイノベーションがほ
とんどなく、重点的取組の記載内容は、一般的な
内容のみであり、もっと突っ込むべき。基礎研究
振興は、内容が非常に漠然としており、人材育成
の記載がほとんどない。

今回の震災は、多くの科学技術課題を提議した
が、直接的な復興に対して、今後の科学技術の開
発を当てはめるのは、時間軸的に無理がある。日
本では防災対策に重点が置かれ、その対策が不
十分で災害が発生した後の対応については、原
発問題中心に全く不十分であることが露呈した。
基礎研究の振興の執行柔軟性向上は、そうなる
べきことだと思うが、制度の運用の話であり、ここ
で大々的に語られることに違和感を感じる。

○ ○ ○
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 平成24年度アクションプラン案に対するパブリックコメント一覧 平成23年7月14日

ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

92
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

国際的競争力をつけるために、国内の大学、研究
機関等にプロジェクトを公募し競争させて採択課
題を決めていくやり方を考え直しては如何でしょう
か。

研究関係予算は限られているため、競争的にプロ
ジェクトの採択を決めることが多いですが、公募に
応募するために傾注される力は大きく、特に採択
されなかった場合にそれに費やされた時間の消耗
や脱力感はかなり大きいと思われます。そこで、
各研究分野（あるいはテーマ）について、ある研究
拠点を決めそこから関連大学、研究機関のネット
ワークを作って、その拠点を通して予算も行き渡る
ようにして、その分野の国際的な競争力をつける
ようにする方向に転換した方が効率的であると考
えます。そして国際的な競争力の観点から研究評
価を行うようにすてば良いと思います。現在より
もっと国際的競争に対応できる体制を構築する必
要があると考えます。

○

93
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

東日本大震災からの復興は焦眉の課題であり、
現在わが国が有する、あるいは入手可能な技術
を駆使して迅速に復興に臨むべきです。この点、
将来技術の創生を目的とした中長期技術戦略と
まったく分けてアクションプランを作成すべきと考
えます。
また、わが国の災害からの安全性向上の対象を、
地震、津波、放射能に限って議論するのは、あま
りにも近視眼的と考えます。

東日本大震災からの復興は待ったなしであり、確
立されている既存技術を駆使して臨むべきと考え
ます。
災害に備える必要性は、それが生じるリスク×生
じたときの被害の甚大性で判断すべきで、これを
機会に、あらゆる災害について再度見直す必要が
あります。

エネルギーの消費削減は重要課題
ですが、産業用エネルギーの場合に
は、生産された成果物が大きく省エ
ネに寄与する場合もあり、これらの貢
献も十分考慮して目標を定めるべき
と考えます。
基礎研究と呼ばれるものの中には、
化学工学や物理化学など、わが国産
業を土台として支えている、真の「基
礎研究」があります。これらを健全に
育てていくことも国の役割と考えま
す。今回の原子力事故対応も、原子
力が、国のエネルギー政策の根幹で
ありながら、それを支える技術者の
層の薄さを露呈したものと理解して
います。

○ ○ ○

94
会社
員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

ｐ１０（２－２－４）
「情報のより迅速かつ確実な伝達」や「必要な情報
の確保」に関連して、平常時にも使える災害に強
いディペンダブルなネットワークの研究開発および
被災時のコミュニティの力を生かした地域の安全・
安心を向上する社会情報インフラの研究開発が
喫緊の課題であり、最重要課題の一つとして取り
組むべきである。

今回の大震災により、情報がいかに大切である
か、通信がライフラインとしていかに必須なもので
あるかを日本は身をもって体験した。さらに、避難
されている方々に対する、情報伝達・コミュニケー
ション不足等による不安やサポート不足が大きな
問題になりつつある。
このため、災害に強いネットワーク、およびそのイ
ンフラ上で実現する地域の安全安心を向上するシ
ステム及びサービスが、先進国で唯一大規模震
災の経験国として必要な研究開発と考える。

○
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なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

95
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

(1)グリーンイノベーションに関して、高熱や乾燥、
低圧、強酸の環境に耐えるクマムシをはじめ、放
線菌、放射線抵抗細菌や超好熱菌などの放射線
耐性微生物の応用やそれが産生する種々の酵素
の遺伝子多様性・構造研究が必要である。(2)ライ
フイノベーションに関して、製薬産業は概して新薬
開発に未経験であり、臨床機関に先立って、生命
理工系学部をはじめとする最高の研究機関と最
良のバイオテクノロジー組織との協力関係を構築
することが急務である。感染症の治療薬の合理的
設計や制御因子の機能増強には、殺菌消毒剤の
多剤耐性獲得に関連する転写調節因子、活性酸
素種を除去するタンパク質などとの共役する反応
機構の精緻な解明が必要で、それには構造研究
と構造に基づく計算化学に導かれた遺伝子多型
分析が不可欠である。

　高レべル放射性廃棄物施設から単離された放
線菌や放射線耐性菌は、高いDNA修復能力を持
つDNA修復促進タンパク質の制御機構が耐性機
構に関わる。古細菌は燃料電池用の水素を産生
させ、超高熱菌由来の耐熱性酵素は、バイオエタ
ノールの生産性の向上や水質土壌改良など農
業・環境分野での活用でき、この取り組みは環境
負荷に低減につながる。人間が立ち入ることがで
きない土地の土壌改良には微生物や酵素を使用
するのが好都合である。その微生物や酵素は、非
効率性や低活性を揶揄されてきたが、化学反応に
比べより広範な基質特異性を有するため、放射性
物質だけでなく、その悪影響を受けたあらゆる非
天然成分を除去する利点をもつ。経理学上の単
純比較したコスト高は、非科学的であり、もう不採
択の口実にはならない。

(3)基礎研究・人材育成の観点から、
かつてのように研究の継続性を保証
できるようにして欲しい。行政の利点
は、公平性を重視する点です。災害
時に機敏に動けないかもしれない
が、吟味することが使命の研究者
は、むしろ、サバイバルや危機管理
の能力があり、自己完結的に行動で
き、力を発揮します。しかし、その能
力を、言葉巧みに封じ込めてきたの
が現状です。採択されない期間が長
過ぎるし、採択されたとしても必要な
申請金額を大きく減額され、バック
アップや2重安全装置は夢のまた夢
です。現在限られた科研費だけが、
年度を繰り越して使えるようになって
いますが、全ての科研費に適用して
欲しい。形骸化を避けるために、研
究は教育に是非とも必要です。研究
は誰もしないことを成し遂げたいと思
う無償の行為です。

　だから突き動かす原動力がいる。
誰も見たことのないものを見たい、知
りたい、そんな欲求が、突き動かす。
資金の獲得は、研究を続ける手段で
あって、目的にはなりえない。しか
し、近代生化学は資金がかかるのは
事実です。従って、一部の高名な研
究者の研究費の囲い込みがあるの
が現状です。かつての公費が廃止さ
れ、本来、研究のために必要最低限
の資金を得るためでなく、外部資金
を得るための研究になっている。研
究内容に関する評価も形式的になっ
ていて、世界を驚かすような新たな
研究はほとんどなくなってしまいまし
た。研究費が少なくても自主的な研
究ができる環境を作らなければ日本
の科学に将来はないでしょう。研究
結果を経済効果で推量るのは避ける
べきです。世界を相手にした研究を
考えるべきです。

○ ○ ○

96
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

ｐ１３（２－１）及び（２－２）
「革新的なエネルギー創出・蓄積技術の研究開
発」、「エネルギーマネジメントのスマート化」を行う
ことは、電力逼迫の状況の中で喫緊の課題であ
り、最重要課題である。この課題は、記載にもある
通り、情報通信技術の要素技術を生かすことによ
り、最適化されたシステムを構築することが可能
であり、そのための実証実験を早急に行うべきで
ある。

今回の大震災により、日本は近年まれに見る電
力逼迫状況となっている。このため、蓄電技術と
ICT技術によりエネルギーを管理する技術が必要
であることは、国民全ての共通の思いであると認
識している。

○

97
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

その他
科学技術の多様性を積極的に支援することを強く
主張することを望みます．

論文被引用件数の高い研究が良い研究とは限り
ません．また将来役に立つ研究が常に先端という
わけでもないと思います．目先の研究支援にしか
目が及ばないことで，研究者が研究費を獲得しや
すい側に流れてしまうことを防ぐメカニズムは必須
と思います．

○

98
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

基礎研究の取り組みを強化するのは良いと思い
ますが、“産業化を視野に入れた基礎研究の振
興”、“将来の産業を開拓する基礎研究の振興”、
さらに、人材育成に関しても“産業界にも精通した
起訴研究者の育成”というような産業の側面から
の視点も少し取り入れた考え方も必要かと思いま
す。

“豊かな国民生活”や“経済の発展”を実現するに
は基礎研究のみでは不可能であり、基礎研究で
得た結果を事業につなげ、経済・産業を豊かにす
るための産業界との連携が必要不可欠となると思
います。また、基礎研究だけに長けた頭でっかち
の人材のみを多数育成しても経済・社会が豊かに
なるとは限らないと思います。

○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

99
会社
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

その他

人材育成に関して、とくに「育成」に関して政策課
題や重点的取組の具体的な記載がなされていな
い。
また「各研究領域の論文被引用数で世界上位50
位以内に入る研究研究教育拠点を100以上構築
する」（p.24)とあるが、「各研究領域」をどの程度の
広さに捉えているのかにもよるが、今の日本で「50
位」というのは目標が低すぎる。

人材に関しては、単に得られる人材ではなく、「意
識的・積極的に努力して育成する」ことが大切であ
る。具体的で、インパクトのある内容がほしい。

世界で何位以内という場合、例えば「有機合成」、
「触媒」というレベルの領域なら10位以内、「化学」
「物理」というレベルの領域なら30位以内を目標と
すべきだと考える。

どのような分野や技術に資源投資を
するか、リスク覚悟で真剣におこなっ
ていただきたい。

リスクに対する責任を覚悟することな
く、成果が見えているものだけに投
資していたのでは、科学・技術が次
第に先細りする。

○

100
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

国産の従来よりも高精度・高感度な計測機器を開
発し、その力を用いて推進・実現する各病態にお
けるバイオマーカー探索をさらにつよく推進すべき
である。

防災・防火同様、病態に置いても発病前に未然に
防ぐ事が極めて重要であるとともに、早期での対
応もその効果（治療効果や費用、経済活動も含め
た生活の質など）として極めて大きな意味を持って
いる事から、各病態における早期発見及び高精
度な診断を可能とするバイオマーカーの有用性は
言うまでもないことである。特にがんにおける早期
発見はその治療効果に本質的な違いを生み出す
ものであることから、今回の大震災に関連する原
子力発電所事故による健康被害への懸念とも関
連して、一般に５年から１０年後に放射能により引
き起こされるがんに対する対応としてがんにおけ
る早期発見バイオマーカーの同定及び診断法の
確率は必須事項と考えられる。

○

101
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

うつ病、認知症のみならず、統合失調症、自閉
症、境界性人格障害等の精神・神経疾患の初期
マーカーの探索とそれに基づいた発症予防にもっ
と重点的に取り組むべきである。神経疾患のマー
カーは遺伝子などの分子マーカーだけでなく、神
経活動マーカーや画像マーカーなど、脳神経系の
複雑さに対応して多様であるので、臨床医学だけ
でなく、基礎医学、生命科学、薬学、工学、心理学
等を含めた多方面からの複合的取り組みが必要
である。

交通事故死の約5倍にあたる自殺者のうち、多く
がうつ病であること事実だけからも、その対策が
喫緊の課題であることは明白である。さらに重要
なことは、うつ病、統合失調症、自閉症、認知症な
どの精神神経疾患の患者の絶対数が多いこと
で、全てを合わせると総人口の10％近くになると
考えられる。多くが就労困難、引きこもり等の社会
適応の困難を示し、社会全体の負担と損失は計り
知れない。精神神経疾患の初期マーカーの探索
と発症予防は、超高齢化社会を迎える我が国の
活力を維持する上で、最重要の課題であると言え
る。

応用や産業創生に近い研究に多額
の科学技術予算が配分されやすい
傾向にあり、これらの多くが政策主
導型のトップダウンの研究費である。
一方、研究者の自由な発想に基づく
ボトムアップの研究費を充実させ、純
粋な基礎科学研究を促すようにお願
いしたい。非常に厳しい国家の財政
状況ではあるが、我が国が将来にわ
たって科学技術で世界をリードできる
ようにするために、是非お願いした
い。

若者の理科離れを食い止め、国民に
科学にもっと関心を持ってもらえるよ
うにならなければ、科学技術創造立
国を標榜する我が国の将来は暗い。
そのためには、「科学は面白く夢があ
る」ことを示すことが何より重要であ
る。また、科学技術で世界をリード
し、尊敬を得るためには、我が国発
の独創性の高い研究を育むことが必
須である。これらを推進するには、科
学の原点である、自由な発想に基づ
く基礎科学研究を充実させること以
外にないと考える。

○ ○

102
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

2-2 政策課題「分散型エネルギーシステムの拡
充」　（2-1）重点的取組「革新的なエネルギー創
出・蓄積技術の研究開発」において、燃料電池に
併せて、水素の製造・輸送・貯蔵についても、重点
課題とすべきと考えます。例えば、同項の4行目に
おいて、「これらを達成することが強く期待されて
いる蓄電池や燃料電池（及び水素）」といった記載
の見直しをご検討いただきたく存じます。

輸送エネルギーの電力へのシフトは重要な課題
であり、そのキーとなる技術は蓄電池と燃料電池
であることは記載の通りと考えます。その燃料電
池のエネルギーとなるのが、水素であります。クル
マとエネルギーは表裏一体であることから、燃料
電池と水素はセットで重点取組みとすべきと考え
ます。現在、燃料電池自動車は2015年の実用化
を目前にしておりますが、その最後のハードルが
水素インフラの構築であります。

エネルギーには、作る（一次エネル
ギー確保）、運ぶ・蓄える（エネル
ギー媒体の選択、供給インフラの確
保）、使う（省エネ）の側面があると認
識しております。ご提案申しあげた
「水素」は、一次エネルギーの多様化
に対応、燃料電池と併せて省エネに
貢献、更に、石油、ガス、電気に加え
た第四の供給インフラを構築し「運
ぶ」手段を多様化すると共に、電気を
蓄える手段としても有効であるなど、
全ての側面においてグリーンイノ
ベーションに貢献しうるエネルギー媒
体であると考えております。

○
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ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

103
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

若手の人材育成に関する具体的提案を盛り込む
べき

本案では外部より既に確立した研究者を招聘する
等の案が検討されているが、ボトムアップ的な政
策の視点が不足していると感じる。OISTなどはい
い例だと考えるが、海外から優秀な学生・若手研
究員がより容易に滞在・研究できるシステムを、国
内の学生のサポートの充実とあわせて検討すべ
きだと考える。また、大学院教育を原則英語にす
る等の政策も必要と考える

今後ともGDP比で同程度以上の予算
措置を期待する。また、研究者が事
務処理上の手続き等、本質的でない
部分で多くの時間を割かれるケース
は未だに解消しておらず、そういった
部分でのシステムがより効率化され
ることを望む。

○

104
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

II　復興・再生の項は政治、経済、土木分野が含ま
れ総花的に過ぎる。科学技術が貢献できる項目
のみを強調すべき。重点項目＞　１）災害に対して
強靱で再生力の高いインターネットを基盤とした情
報通信システム、２）放射性物質の広範かつ継続
的なモニタリングと除去方法、および健康への影
響の評価と広報。

III　グリーンイノベーションは目標設定を現実的に
あらためるべき。現行案はクリーンで、再生可能な
エネルギーを作り出す事が可能との「あり得ない」
前提で書かれている。現実はどのようなエネル
ギーでも人類が使用するレベルでは環境へのダ
メージは避けられない。この事実を国民に納得さ
せた上で、低不可、高効率、高安定性への「改善」
を目指すしか選択肢はない。
「２－２　分散エネルギーシステム」、「２－３　エネ
ルギー利用の効率化」は賛成。「２－４　社会イン
フラのグリーン化」は科学技術の対象からはそれ
るので削除。

IV　ライフイノベーション　については2-4を除き賛
成

V　基礎研究振興・人材育成については詳細に書
かれた項目に委員の方々の熱意が感じられ、強く
支持します。

II　復興・再生の項に肝心な原子炉の安全性向
上、高レベル放射性廃棄物の処理、原子炉事故
時の被害評価と放射能拡散予測などに触れられ
ていないことは奇妙である。また現行の火力・原
子力・水力の安定かつ安全な運用と廃止に関わ
る技術への投資も書き込むべきです。

IV　ライフイノベーション　２－４「優れた医療技術
の開発促進」は「レギュラトリーサイエンス」の意味
が不明なため評価出来ません。この項目は文章
を練り直す必要があります。

以下の用語は定義が曖昧で説明を要する(もしく
は削除)。グリーンイノベーション、ライフイノベー
ション、クリーンエネルギー、再生可能エネル
ギー、創エネルギー、グリーン化、パワーエレクト
ロニクス、スマートグリッドシステムモデル、革新的
なトータルシステム、パワー半導体、ゲノムコホー
ト、レギュラトリーサイエンス。

国難の時期にこそ長期にわたるビ
ジョンのもとで人材と国力の育成へ
の投資が求められます。本アクション
プランを基本的に支持致しますが、
全体として一貫した見通しがまだ欠
けていると思います。Iの「ねらい」の
項では今後20-50年の展望を示して
国民の理解と覚悟を求め、その上で
個別の施策に入る事が望ましいで
す。

○ ○ ○ ○

105
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,３．
グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

大きな方向性としては間違っていないが、もっと具
体的な内容・テーマ・イメージをもってアクションプ
ランとすべきではないか？創ｴﾈ、畜ｴﾈ、省エネが
3本柱になり、それにスマートグリッドが加わります
が、一応上記４つはカバーされている。しかし、緊
急度から行くと、やはり省エネが最優先であり、そ
の間に創ｴﾈ・畜ｴﾈ等の技術開発を進めるのが現
実的だと思われる。従ってもう少し時間軸を意識し
た予算の重点配分が必要である。また、技術開発
が中心となっているが、実効性を持たせるために
は、総合科学技術会議としても制度・法制上の対
応もコメントすべきではないか？例えば、FITをどう
するのか、発電・送電分離の問題、　省庁間の縦
割りを如何に排除するか（休耕地の取扱いなど）

上記のような観点で、もっと分かりやすく、具体的
なイメージができるような内容にしてから、推進す
べき。

○ ○
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